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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 第92期中及び第92期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。また、第93期中については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 13,202 19,225 23,016 32,180 36,282

経常利益 (百万円) 1,464 2,505 1,705 4,002 3,811

中間(当期)純利益 (百万円) 746 989 864 2,066 2,982

純資産額 (百万円) 21,532 24,876 37,632 23,200 38,121

総資産額 (百万円) 37,532 37,945 66,066 41,236 67,262

１株当たり純資産額 (円) 568.93 621.41 652.09 611.77 672.90

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 19.71 26.15 22.88 53.05 78.87

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 20.58 ― 78.23

自己資本比率 (％) 57.4 61.9 37.3 56.3 37.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △480 1,172 △3,061 3,283 1,810

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △186 △759 △894 476 △3,535

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △96 △325 1,705 △1,662 8,364

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,703 4,658 8,978 4,569 11,214

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数)

(名)
1,200
(246)

1,203
(133)

2,065
(244)

1,191
(133)

1,901
(246)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 第92期中、第92期及び第93期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

回次 第92期中 第93期中 第94期中 第92期 第93期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 8,788 9,127 8,350 18,776 19,266

経常利益 (百万円) 1,045 675 374 2,189 1,612

中間(当期)純利益 (百万円) 711 446 262 1,411 1,008

資本金 (百万円) 4,686 4,686 4,686 4,686 4,686

発行済株式総数 (株) 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684

純資産額 (百万円) 19,959 20,761 19,985 20,995 21,243

総資産額 (百万円) 27,376 26,642 33,209 27,752 36,368

１株当たり純資産額 (円) 527.37 549.00 528.85 553.96 561.94

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 18.81 11.80 6.94 36.25 26.67

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 6.24 ― 26.45

１株当たり配当額 (円) 5.00 6.50 7.50 13.00 16.00

自己資本比率 (％) 72.9 77.9 60.2 75.7 58.4

従業員数 (名) 504 505 488 493 495



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間連結会計期間において、主要な関係会社について異動はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び季節工を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数については、就業人員数を記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

計測制御機器事業 1,847(244)

FPD関連装置事業 216     

不動産事業 2     

合計 2,065(244)

従業員数(名) 488



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益とそれに伴う設備投資の増加により、景

気は緩やかな拡大傾向を維持してきました。しかし一方では、原油や素材の価格高騰、サブプライム問

題に端を発する米国経済の減速、金融市場の混乱等先行きに懸念を感じさせる状況も見え始めました。

 当社グループの経営環境は、計測制御機器事業におきましては、主要顧客である電力各社の設備投資

の低迷や競争激化による販売価格の低下に加え、原油価格や電気銅を始めとする素材価格が高騰するな

ど、厳しい経営環境となりました。一方、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置事業におき

ましては薄型テレビの普及拡大に牽引されＦＰＤ製造装置の受注環境は好調に推移しており生産高は拡

大を続けております。 

 このような経営環境のもとで、当社グループは原価低減活動を推進するなど経営効率化に取り組み、

全社をあげて業績の向上に努めてまいりました。 

 売上高につきましては、計測制御機器事業で㈱エネゲートを当期から連結子会社に加えたことにより

大幅に増加しましたが、ＦＰＤ関連装置事業で前年同期に大型物件が前倒しで売上計上されたこと等に

より前年同期比１９．７％増の２３０億１千６百万円にとどまりました。 

 利益面につきましては、計測制御機器事業では㈱エネゲートを連結子会社に加えたものの電力会社向

け製品の値下げ等により原価率が悪化したことや、ＦＰＤ関連装置事業で前年同期に大幅な上期偏重売

上となったこと等により営業利益は前年同期比３６．５％減の１５億６千６百万円となりました。ま

た、経常利益は前年同期比３１．９％減の１７億５百万円となりました。中間純利益につきましては、

特別損失として中国の天津三達電気の事業整理損失を計上いたしましたが、投資有価証券売却益等もあ

り前年同期比１２．６％減の８億６千４百万円となりました。 

  

①事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（イ）計測制御機器事業 

機械式電力量計、計器用変成器、産業用電子式電力量計等の電力会社向け製品が客先在庫調整や

検定期間の延伸の影響等の理由により減少したこと等もありましたが、㈱エネゲートを連結子会社

に加えたことにより売上高は前年同期比５７．１％増の１７４億６千９百万円となりました。 

 一方、営業利益につきましては、㈱エネゲートを連結子会社に加えたことによる利益の増加はあ

りましたが、電力会社向け製品が競争激化により販売価格が下がったこと等の要因により前年同期

比４．２％減の４億３千３百万円となりました。 

  



（ロ）ＦＰＤ関連装置事業 

主要顧客であるＦＰＤ製造メーカーの設備投資が続いており、ＦＰＤ製造装置の需要は拡大して

おります。しかしながら、前年同期に大型物件の前倒し売上計上があった関係で売上高は前年同期

比３２．４％減の５３億４千２百万円、営業利益は前年同期比４６．６％減の１０億９百万円とな

りました。 

  

（ハ）不動産事業 

売上高はほぼ横ばいで推移しており、前年同期比１．２％増の２億５千８百万円、営業利益は前

年同期比１．２％減の１億２千４百万円となりました。 

  

なお、セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高５千３百万円を含めて表示して

おります。 

  

②所在地別セグメントの業績につきましては、全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が

90％を超えているため記載を省略しております。 

  

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ２２億３千６百

万円減少して８９億７千８百万円となりました。 

  

 
  

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益１７億７千１百万円に対し、売

上債権の増加額１３億５千５百万円、たな卸資産の増加額７億８千６百万円、仕入債務の減少額２

０億４百万円、法人税等の支払額７億６千９百万円等により、３０億６千１百万円の資金減少とな

りました。 

  

区分
前中間連結会計期間

(百万円)
当中間連結会計期間

(百万円)
増 減 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,172 △3,061 △4,234

投資活動によるキャッシュ・フロー △759 △894 △135

財務活動によるキャッシュ・フロー △325 1,705 2,030



（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、大崎エンジニアリング㈱の第三工場増設等の有形固定資

産の取得による支出９億９千８百万円、投資有価証券の取得による支出３億８千２百万円、投資有

価証券の売却による収入３億２千６百万円等により８億９千４百万円の資金減少となりました。 

  

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額２４億６千１百万円、配当金の支

払額３億５千９百万円等により１７億５百万円の資金増加となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における生産実績、受注実績（見込み生産を行なっているものを除く）及び販売実

績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、計測制御機器事業の前年同期比の大幅増加は、主として㈱エネゲートを連結子会社に加えたこと

によるものであります。 

  

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間の関西電力㈱及び当中間連結会計期間の東京電力㈱については、当該割合が100分

の10未満のため記載を省略しました。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 16,354 +52.8

FPD関連装置事業 4,579 +27.0

合計 20,933 +46.3

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 4,549 +193.6 4,288 +313.7

FPD関連装置事業 5,628 △40.4 10,758 +9.1

合計 10,177 △7.4 15,047 +38.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 17,468 +57.1

FPD関連装置事業 5,342 △32.4

不動産事業 205 +1.6

合計 23,016 +19.7

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

関西電力㈱ ― ― 6,281 27.3

松下プラズマディスプレイ㈱ 5,177 26.9 3,976 17.3

東京電力㈱ 2,449 12.7 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社におきましては、環境変化の激しい時代のニーズに即応して連結子会社を含めたグループ全体での

製品開発体制の整備を進めており、フレキシブルな人材活用、研究開発投資を行い新製品・新事業を生み

出しております。  

当中間連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は７億７百万円であります。  

事業の種類別セグメント別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  

（イ）計測制御機器事業 

電力量計関連の研究開発では、電力関連分野を中心に電気事業の自由化に対応した電子式電力量

計の研究開発に注力しております。電子式電力量計を情報端末器として位置付け、複合化・多機能

化を指向し、電力各社の各種料金メニューに対応した産業用及び家庭用計器等の開発を進めており

ます。喫緊の課題として、顧客ニーズに適応し、高機能・高品質で信頼性が高く、なお且つ販売価

格の低下に追随したコストダウンタイプの製品開発に総力をあげております。また、自社の技術力

を向上させるため、コアとなるＬＳＩ開発等の要素技術開発にも積極的に取り組んでおります。一

方市販向けの小形電子式電力量計（コンパクトＥＭ）については、シリーズ化による製品群拡充は

終了しました。また海外展開の一例としては、スペインの電力会社向け電子式電力量計の開発にも

取り組み、市場調査を行いつつスペイン電力量計市場への進出を目指して活動しております。今後

の世界的な傾向として電子式電力量計は、計器単体での導入からＡＭＲ／ＡＭＭ(*1)システム対応

計器の導入へと変わってきており、当社としてもこれに対応するために電力会社とのＡＭＲ／ＡＭ

Ｍ対応計器に関する共同研究などをプロジェクト体制により積極的に進めております。 

 情報通信関連では、ブロードバンド通信の進展に対応する形で光通信、配電線搬送、無線通信な

ど、各種情報通信技術に関する研究開発を進めるとともに、これらの技術を利用したシステムの応

用研究及び製品開発を行っております。一例としては、光技術とＩＰ関連技術を応用した大口需要

家向け自動検針端末の開発がほぼ終了し、これから市場投入を始めるところです。また、ＦＴＴＨ

向けの光通信網の整備・拡大に対応した光コネクタ・光カプラ等の光部品、小容量から大容量まで

の光ファイバーケーブル配線盤、そしてメディア・コンバータ等の光伝送機器の研究開発に加え、

米国ＡＮデバイス社との共同開発などにも取り組み、付加価値技術をグローバルに導入して、製品

ラインナップの拡大を図っております。 

 一般市販向け機器関連については、省エネ時代に即したエネルギーソリューション事業として、

当社のデマンドコントロール装置を核とし、ＩＰ技術を応用した「デマンド・マネジメント・サー

ビス」事業を展開しております。また、電気保安協会をターゲットとしたデマンドコントロール装

置を開発し、新たな分野での市場開拓を行っております。 

 ハンディターミナル検針事業につきましては、検針用ハンディターミナル及び携帯用サーマルプ

リンターの新機種をリリースし、多くの顧客から好評を得ております。また従来の検針機器に加

え、検針危険箇所等での容易な読み取りを可能とする無線応用製品の研究開発を進めており、電力

を中心にガス・水道の各事業領域において事業の拡大を図ってまいります。 

 なお、当事業の研究開発費は７億２百万円であります。  

*1  ＡＭＲ：Automated meter reading  

   ＡＭＭ：Automated meter management  

  



（ロ）ＦＰＤ関連装置事業 

当事業につきましては、ＦＰＤのモジュール実装工程で利用される実装装置を顧客であるＦＰＤ

製造メーカーに提供しております。この分野では、搭載スピードの高速化や搭載位置精度の向上が

求められております。また、ＩＣカード、ＩＣタグを含む半導体関連の分野では、上記の要求に加

え、低推力での加圧制御が重要となります。このため研究開発活動は、このような性能向上の要求

を自社開発で実現し、開発された要素技術を当社製品に搭載する応用開発が主となっております。

 これらの技術開発は、各種装置を具現化するための要素技術開発であり、個別オーダー対応で発

生するカスタム開発に係る費用であることが多く、その場合には製造原価として処理しておりま

す。ただし、製造原価のうち研究開発部分を特定することは困難であるため、研究開発費を区分集

計しておりません。なお、個別オーダーに対応しない研究開発費は５百万円であり、一般管理費に

計上しております。  

  

（ハ）不動産事業につきましては、研究開発活動は行っておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末に計画していた大崎エンジニアリング㈱の工場の新設計画は、近隣地区に適当な用地

を確保することが困難となったため、平成19年４月20日開催の同社取締役会において、同社第三工場を増

設する計画に変更し、当中間連結会計期間に完了しました。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  

会社名
事業所名 
（所在地）

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

変更後の
投資予定額
(百万円)

投資額
(百万円)

完了
年月

完成後の 
増加能力

大崎エンジ
ニアリング
㈱

テクニカル
センター 
(埼玉県入間
市)

FPD関連装置
事業

第三工場
増設

410 385
平成19年

9月
生産スペース
拡張(51%増)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  提出日現在発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,550,684 38,550,684
東京証券取引所
市場第一部

―

計 38,550,684 38,550,684 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  
新株予約権付社債 

 会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を

発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式

において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社の保有するものを除く。）の総数をいう。 
  

   
     また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行が行われる場合その他

一定の場合にも適宜調整されることがある。 

  

２ 本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予

約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

  

３ (イ) 当社が組織再編等を行う場合、(ⅰ)その時点において（法律の公的又は司法上の解釈又は適用を考慮し

た結果）法律上実行可能であり、(ⅱ)その実行のための仕組みが既に構築されているか又は構築可能であ

り、かつ(ⅲ)その全体において当社が不合理であると判断する費用又は支出（租税負担を含む。）を当社

又は承継会社等（以下に定義する。）に生じさせることなく実行可能であるときは、当社は、承継会社等

をして、本社債の債務者とするための本新株予約権付社債の要項に定める措置及び本新株予約権に代わる

新たな新株予約権の交付をさせる最善の努力をしなければならない。かかる場合、当社は、当該組織再編

等の効力発生日において承継会社等が日本の上場会社となるよう最善の努力をしなければならない。「承

継会社等」とは、組織再編等における相手方であって本新株予約権付社債又は本新株予約権に係る当社の

義務を引き受ける会社を総称していうものとする。 

  

2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（2007年３月５日（チューリッヒ時間）発行）

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)   6,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
行使請求に係る本社債の額面
金額の総額を下記転換価額で
除した数

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)       1,423 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間
自 2007年３月19日
至  2012年２月20日 
(チューリッヒ時間) 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,423
資本組入額   712

同左

新株予約権の行使の条件
一部行使はできないものとす
る

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債からの分離譲渡はでき
ない

同左

代用払込みに関する事項 (注)２ 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)３ 同左

新株予約権付社債の残高(百万円)   6,000 同左

既発行株式数＋
発行又は処分株式数×１株あたり払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数



  

  (ロ) 上記(イ)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。 

   ①新株予約権の数 

当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株

予約権の数と同一の数とする。 

   ②新株予約権の目的である株式の種類 

    承継会社等の普通株式とする。 

   ③新株予約権の目的である株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従う。な

お、転換価額は上記(注)１と同様の調整に服する。 

   (ⅰ) 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行

使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社等の普

通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領

できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はそ

の他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得

られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。 

  (ⅱ) 組織再編等の場合（当社及び承継会社等が上記(ⅰ)の代わりに本(ⅱ)の適用を選択した場合には、

合併、株式交換又は株式移転の場合を含む。）には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予

約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再

編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を

定める。 

   ④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された社債を出資するものとし、当該社債の価額

は、本社債の額面金額と同額とする。 

   ⑤新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編等の効力発生日から当該効力発生日の14日後の日までの間の当社又は承継会社等が指定

する日から、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

   ⑥その他の新株予約権の行使の条件 

     各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

   ⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金

等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

   ⑧組織再編等が生じた場合 

承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。 

   ⑨その他 

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな

い。承継会社等の新株予約権は承継された社債と分離して譲渡できない。 

  (ハ) 当社は、上記(イ)の定めに従い本社債に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継させる場

合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要項に従

う。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  
  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)  次の法人から、大量保有報告書及び変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株

主の状況」では考慮しておりません。 

① 平成19年９月６日付大量保有報告書（報告義務発生日 平成19年８月31日） 

 
(注)  UBS Securities LLCは、共同保有者間で引渡請求権等の権利が存在するものとして控除する株券等の数が144千

株あるため、保有持株数はありません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 38,550 ― 4,686 ― 4,768

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

東京電力株式会社 千代田区内幸町１－１－３ 1,779 4.61

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目７－１ 1,724 4.47

渡邊和子 東京都港区 1,470 3.81

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通２丁目１－82 1,109 2.87

富国生命保険相互会社 常任代
理人 資産管理サービス信託銀
行株式会社

中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーZ棟

1,104 2.86

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

中央区晴海１丁目８－11 1,090 2.82

渡邊佳英 東京都港区 1,079 2.79

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１ 1,020 2.64

大崎電気工業取引先持株会 品川区東五反田２－２－７       1,018 2.64

関西電力株式会社 大阪市北区中之島３丁目６－16 1,000 2.59

あいおい損害保険株式会社 渋谷区恵比寿１丁目28番１号 1,000 2.59

計 ― 13,396 34.74

提出者又は共同保有者名
保有株式数
(千株)

株式保有割合 
(％)

ＵＢＳ証券会社 東京支店 0 0.00

ユービーエス・エイ・ジー（銀行） 2,010 5.01

UBS Securities LLC ― ―

計 2,011 5.01



② 平成19年10月５日付変更報告書（報告義務発生日 平成19年９月30日） 

 
  

提出者又は共同保有者名
保有株式数
(千株)

株式保有割合 
(％)

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 552 1.40

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 1,954 4.95

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ(Barclays
Global Investors, N.A.）

656 1.66

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド(Barclays
Global Investors Ltd）

1,024 2.59

バークレイズ・バンク・ピーエルシー(Barclays Bank PLC Ltd） 953 2.41

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド(Barclays
Capital Securities Ltd）

62 0.16

バークレイズ・キャピタル証券株式会社 42 0.11

計 5,243 13.28



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 760,000

― ―

（相互保有株式）
普通株式 280,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,085,000
37,085 ―

単元未満株式 普通株式 425,684 ― ―

発行済株式総数 38,550,684 ― ―

総株主の議決権 ― 37,085 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
大崎電気工業株式会社

東京都品川区東五反田 
二丁目２番７号

760,000 ― 760,000 1.97

（相互保有株式） 
株式会社キューキ

福岡市南区清水四丁目 
19番18号

280,000 ― 280,000 0.72

計 ― 1,040,000 ― 1,040,000 2.69

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,262 1,313 992 974 889 810

最低(円) 1,130 920 891 794 694 654



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの間に役員の異動はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中

間財務諸表について、監査法人原会計事務所により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 4,658 1,839 4,819

受取手形及び売掛金
※２ 

※６
6,381 12,462 10,891

たな卸資産 5,260 9,894 8,960

預け金 ― 7,138 6,394

その他 1,014 2,167 2,096

貸倒引当金 △50 △189 △102

流動資産合計 17,264 45.5 33,314 50.4 33,059 49.2

Ⅱ 固定資産

有形固定資産
※１ 

※２

建物及び構築物 4,962 6,935 6,525

機械装置及び運搬具 966 2,127 2,003

土地 4,825 12,015 12,015

その他 611 11,366 30.0 1,127 22,206 33.6 1,083 21,628 32.1

無形固定資産 348 0.9 801 1.2 856 1.3

投資その他の資産

投資有価証券 7,721 6,571 8,319

前払年金費用 ― 16 ―

その他 1,251 3,166 3,410

貸倒引当金 △7 8,965 23.6 △11 9,743 14.8 △11 11,718 17.4

固定資産合計 20,680 54.5 32,751 49.6 34,202 50.8

資産合計 37,945 100.0 66,066 100.0 67,262 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 ※６ 3,613 5,572 7,269

短期借入金 ※２ 581 2,993 381

未払法人税等 965 540 810

賞与引当金 715 1,230 1,217

役員賞与引当金 ― ― 38

製品保証引当金 ― 90 ―

その他 ※３ 2,245 3,103 3,516

流動負債合計 8,121 21.4 13,531 20.5 13,233 19.7

Ⅱ 固定負債

社債 ― 6,000 6,000

長期借入金 ※２ 3,313 3,609 3,770

退職給付引当金 352 637 659

役員退職慰労引当金 146 214 210

負ののれん 44 1,482 1,560

その他 1,091 2,958 3,704

固定負債合計 4,948 13.0 14,902 22.5 15,907 23.6

負債合計 13,069 34.4 28,433 43.0 29,140 43.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

資本金 4,686 12.4 4,686 7.1 4,686 7.0

資本剰余金 4,768 12.6 4,768 7.2 4,768 7.1

利益剰余金 12,640 33.3 14,710 22.3 14,387 21.4

自己株式 △289 △0.8 △316 △0.5 △301 △0.5

   株主資本合計 21,805 57.5 23,849 36.1 23,541 35.0

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券 

評価差額金
2,048 5.4 1,074 1.6 2,226 3.3

為替換算調整勘定 △354 △0.9 △282 △0.4 △329 △0.5

   評価・換算差額等合計 1,694 4.5 792 1.2 1,897 2.8

Ⅲ 少数株主持分 1,376 3.6 12,989 19.7 12,683 18.9

   純資産合計 24,876 65.6 37,632 57.0 38,121 56.7

   負債純資産合計 37,945 100.0 66,066 100.0 67,262 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 19,225 100.0 23,016 100.0 36,282 100.0

Ⅱ 売上原価 13,306 69.2 16,948 73.6 25,340 69.8

   売上総利益 5,918 30.8 6,068 26.4 10,942 30.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,450 17.9 4,501 19.6 7,184 19.8

   営業利益 2,467 12.8 1,566 6.8 3,758 10.4

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 1 24 2

   受取配当金 63 76 99

   負ののれん償却額 44 78 89

   移転補償金 ― ― 39

   その他 31 141 0.7 82 262 1.1 70 301 0.8

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 51 52 92

   為替差損 6 8 3

   コミットメントライン 
   費用

6 9 32

   控除対象外源泉税 ― 25 ―

   その他 39 103 0.5 27 122 0.5 120 248 0.7

    経常利益 2,505 13.0 1,705 7.4 3,811 10.5

Ⅵ 特別利益

   貸倒引当金戻入 3 ― ―

   投資有価証券売却益 32 428 32

   持分変動損益 ― ― 1,007

   退職給付制度移行に伴 
   う終了利益

― 35 0.2 71 499 2.2 ― 1,039 2.9

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※２ ― ― 4

   固定資産除却損 ※３ ― ― 22

   ゴルフ会員権等評価損 ― ― 15

   持分変動損益 102 ― ―

   過年度製品保証引当金 
   繰入額

― 121 ―

   事業整理損失 ※４ ― 280 ―

   その他 ― 102 0.5 32 434 1.9 ― 42 0.1

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

2,438 12.7 1,771 7.7 4,809 13.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

939 496 1,258

   法人税等調整額 123 1,063 5.5 △67 428 1.9 199 1,457 4.0

   少数株主利益 385 2.0 477 2.1 369 1.0

   中間(当期)純利益 989 5.1 864 3.8 2,982 8.2

 



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 12,012 △277 21,190

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △302 △302

 役員賞与（注） △59 △59

 中間純利益 989 989

 自己株式の取得 △12 △12

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 627 △12 614

平成18年９月30日残高(百万円) 4,686 4,768 12,640 △289 21,805

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,374 △364 2,010 882 24,083

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △302

 役員賞与（注） △59

 中間純利益 989

 自己株式の取得 △12

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△325 9 △316 494 178

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△325 9 △316 494 793

平成18年９月30日残高(百万円) 2,048 △354 1,694 1,376 24,876



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 14,387 △301 23,541

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359 △359

 中間純利益 864 864

 新規連結による減少額 △173 △173

 連結除外による減少額 △9 △9

 自己株式の取得 △14 △14

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 322 △14 308

平成19年９月30日残高(百万円) 4,686 4,768 14,710 △316 23,849

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,226 △329 1,897 12,683 38,121

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359

 中間純利益 864

 新規連結による減少額 △173

 連結除外による減少額 △9

 自己株式の取得 △14

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,151 47 △1,104 306 △798

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,151 47 △1,104 306 △489

平成19年９月30日残高(百万円) 1,074 △282 792 12,989 37,632



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   ２ 平成18年11月の取締役会決議による剰余金の配当であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 12,012 △277 21,190

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注１） △302 △302

 剰余金の配当（注２） △245 △245

 役員賞与（注１） △59 △59

 当期純利益 2,982 2,982

 自己株式の取得 △24 △24

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ － 2,375 △24 2,350

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 14,387 △301 23,541

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,374 △364 2,010 882 24,083

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注１） △302

 剰余金の配当（注２） △245

 役員賞与（注１） △59

 当期純利益 2,982

 自己株式の取得 △24

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△147 34 △112 11,800 11,688

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△147 34 △112 11,800 14,038

平成19年３月31日残高(百万円) 2,226 △329 1,897 12,683 38,121



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 2,438 1,771 4,809

   減価償却費 403 739 846

   貸倒引当金の増加額(△減少額) △7 50 21

   賞与引当金の増加額(△減少額) △5 12 13

   役員賞与引当金の増加額(△減少額) ― △38 26

   製品保証引当金の増加額(△減少額) ― 90 ―

   退職給付引当金の増加額(△減少額) △150 48 △297

   受取利息及び受取配当金 △64 △101 △101

   支払利息 51 52 92

   固定資産除却・売却損 ― ― 26

   投資有価証券売却益 △32 △428 △32

   ゴルフ会員権等評価損 ― ― 15

   持分変動損益 102 ― △1,007

   退職給付制度移行に伴う終了利益 ― △71 ―

   事業整理損失 ― 280 ―

   売上債権の減少額(△増加額) 194 △1,355 △1,584

   たな卸資産の減少額(△増加額) 2,745 △786 662

   仕入債務の増加額(△減少額) △2,068 △2,004 1,251

   前受金の増加額(△減少額) △1,428 △68 △1,353

   その他流動負債の増加額(△減少額) ― △319 94

   その他 233 △216 68

    小計 2,411 △2,344 3,552

   利息及び配当金の受取額 64 101 101

   利息の支払額 △49 △49 △89

   法人税等の支払額 △1,254 △769 △1,754

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,172 △3,061 1,810

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △344 △998 △729

   有形固定資産の売却による収入 15 0 39

   無形固定資産の取得による支出 △5 △47 △21

   投資有価証券の取得による支出 △448 △382 △638

   投資有価証券の売却による収入 66 326 74

   長期預け金の払戻による収入 ― 200 ―

   連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
   の取得

※２ ― ― △2,156

   その他 △41 7 △103

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△759 △894 △3,535

 



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額(△減少額) 30 2,461 △391

   長期借入れによる収入 ― ― 1,500

   長期借入金の返済による支出 △52 △161 △886

   社債の発行による収入 ― ― 6,000

   少数株主への配当金の支払額 ― △221 △20

   少数株主からの払込みによる収入 33 ― 2,735

   配当金の支払額 △302 △359 △548

   その他 △33 △14 △24

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△325 1,705 8,364

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1 3 5

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額)

89 △2,247 6,645

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,569 11,214 4,569

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物 
  の増加額

― 17 ―

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物 
  の減少額

― △6 ―

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

※１ 4,658 8,978 11,214



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数   11社

主要な連結子会社の名称

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

社

大崎エステート株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数   12社

主要な連結子会社の名称

株式会社エネゲート

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

社

大崎エステート株式会社

 天津三達電気有限公司につ

きましては、重要性が増加し

たことから、当中間連結会計

期間より連結子会社に含めて

お り ま す。ま た、

OSAKI METER SALES, INC.

は、解散し清算手続中であ

り、重要性がなくなったた

め、連結子会社から除外して

おります。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数    12社

主要な連結子会社の名称

株式会社エネゲート

大崎電気システムズ株式会社

岩手大崎電気株式会社

大崎データテック株式会社

PT. METBELOSA

大崎エンジニアリング株式会

 社

大崎エステート株式会社

 株式会社エネゲートは、平

成19年２月９日の株式取得に

伴い、当連結会計年度より連

結子会社となりました。な

お、みなし取得日を当連結会

計年度末としているため、当

連結会計年度は貸借対照表の

みを連結しております。

(2) 非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

(2) 主要な非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

(連結の範囲から除いた理由)

同  左

(2) 主要な非連結子会社名

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

または関連会社数

―社

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社の名称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

 持分法非適用会社は、それぞ

れ中間純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資

については、持分法を適用せず

原価法により評価しておりま

す。

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

北海道大崎電気株式会社

(持分法を適用しない理由)

同  左

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社等の名称

北海道大崎電気株式会社

天津三達電気有限公司

(持分法を適用しない理由)

   持分法非適用会社は、それぞ

れ当期純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資

については、持分法を適用せず

原価法により評価しておりま

す。

 



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

株式会社キューキ

東北計器工業株式会社

(関連会社としなかった理由)

 当社は上記２社の議決権の

27％、20％を所有しております

が、２社は、それぞれ、九州電

力株式会社、東北電力株式会社

の子会社であること、２電力会

社向けの製品については、各電

力会社の発注に基づき上記２社

を経由して受注している関係に

あることから、当社は上記２社

の財務及び営業または事業の方

針の決定に対して重要な影響を

与えることはできないと認めら

れるためであります。

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

同  左

(関連会社としなかった理由)

同  左

(3) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称

同  左

(関連会社としなかった理由)

同  左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連 結 子 会 社 の う ち、PT. 

METBELOSA 及 び OSAKI METER 

SALES, INC.の中間決算日は６

月30日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たっては同日

現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連 結 子 会 社 の う ち、PT. 

METBELOSA及び天津三達電気有

限公司の中間決算日は６月30日

であります。中間連結財務諸表

の作成に当たっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連 結 子 会 社 の う ち、PT. 

METBELOSA 及 び OSAKI METER 

SALES, INC.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の

作成に当たっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

 主として移動平均法によ

る原価法によっておりま

す。なお、個別受注生産品

については個別法による原

価法によっております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

 主として移動平均法又は

総平均法による原価法によ

っております。なお、個別

受注生産品については個別

法による原価法によってお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

①たな卸資産

ａ 製品、仕掛品

同  左

ｂ 原材料、貯蔵品

 主として移動平均法によ

る原価法によっておりま

す。

ｂ 原材料、貯蔵品

同  左

ｂ 原材料、貯蔵品

同  左

 



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。)

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同  左

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

③デリバティブ取引により生ずる

債権及び債務

 時価法によっております。

 ③    ――――  ③    ――――



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については定額法

によっております。

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

 在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については定額法

によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、

主として定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属

設備は除く)については定額法

によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 在外連結子会社は主として定

額法を採用しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更）

 当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益はそれぞれ８百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

（追加情報）

 当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５%

に到達した期の翌期より、取得

価額の５%相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益がそれぞれ45百万円減少して

おります。 

 なお、ゼグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

②無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

③長期前払費用

 均等償却をしております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②無形固定資産

同  左

 

 

 

 

③長期前払費用

同  左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同  左

②無形固定資産

同  左

 

 

 

 

③長期前払費用

同  左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同  左

②賞与引当金

 従業員賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

②賞与引当金

同  左

②賞与引当金

同  左

 ③    ――――

  

 

 

 

 ③    ――――

  

 

 

 

③役員賞与引当金

 連結子会社３社については、

役員賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上してお

ります。



  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④    ――――  ④製品保証引当金

 連結子会社１社については、

製品のアフターサービス等に対

する費用の支出に備えるため、

過去の支出実績に基づき将来の

支出見込額を計上しておりま

す。

（会計方針の変更）

 従来、売上製品のアフターサ

ービス等に関する費用について

は、支出時の費用として処理し

ておりましたが、当中間連結会

計期間から過去の支出実績を基

準にして算出した見積額を製品

保証引当金として計上する方法

に変更しております。 

 この変更は、過年度の実績デ

ータが整備され蓄積されてきた

ことから、期間損益のより適切

な把握と財政状態の健全化を図

るために実施したものでありま

す。 

 この変更により、従来と同一

の基準によった場合に比べ、営

業利益及び経常利益は、それぞ

れ30百万円増加し、税金等調整

前中間純利益は、90百万円減少

しております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載しております。

④    ――――



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

⑤退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

⑤退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

 なお、計算の結果、当中間連

結会計期間末においては当社の

退職給付引当金が借方残高とな

ったため、「前払年金費用」と

して固定資産の投資その他の資

産に計上しております。

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

 なお、当社は平成19年４月１

日付けで、適格退職年金制度か

ら確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度に移行いたしま

した。この制度移行による退職

給付制度の一部終了に伴う利益

71百万円は特別利益に計上して

おります。

⑤退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

 なお、当社は平成19年４月１

日付けで、適格退職年金制度か

ら確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度に移行いたしま

した。この制度移行による退職

給付制度の一部終了が翌連結会

計年度の連結財務諸表に与える

影響額は退職給付引当金の減少

71百万円及び同額の特別利益の

計上であります。

⑥役員退職慰労引当金

 連結子会社１社については、

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

⑥役員退職慰労引当金

 連結子会社２社については、

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

⑥役員退職慰労引当金

 連結子会社２社については、

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(4) 中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債並びに収益及び費用は、在

外子会社の中間決算日における

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。

(4) 中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

同  左

(4) 連結財務諸表の作成の基礎とな

った連結会社の財務諸表の作成

に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債並びに収益及び費用は、在

外子会社の決算日における直物

為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

 当社及び国内連結子会社はリ

ース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。在外連結子会社は、

主として通常の売買取引に準じ

た会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同  左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同  左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので特例処理を採用しており

ます。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 金利スワップ

(ヘッジ対象) 借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

③ヘッジ方針

 当社グループは、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

③ヘッジ方針

同  左

③ヘッジ方針

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

(7) その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

(7) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっ

ております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

      同  左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

      同  左

 



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、23,499百万円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

      ―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、25,438百万円で

あります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が、26百万円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負の

のれん」として表示しております。 

 

（中間連結損益計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「負ののれん償却額」として表示しております。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「前受金の増加額（△減少額）」(前中間連結会計期間

16百万円）は、当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。 

 前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「投資有価証券の取得による支出」(前中間連結会計期

間△７百万円）は、当中間連結会計期間より区分掲記し

ております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「その他流動負債の増加額（△減少額）」(前中間連結

会計期間△103百万円）は、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 

 前中間連結会計期間において財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「少数株主への配当金の支払額」(前中間連結会計期間

△20百万円）は、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

14,659百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

26,555百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

25,806百万円

 

※２ 担保資産

資産の 
種類

帳簿 
価額 

(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 2,316 短期借入金 78

建物 1,326 長期借入金 1,668

計 3,643 計 1,747

※２ 担保資産

資産の 
種類

帳簿
価額 

(百万円)

対応する
債務の金額 
(百万円)

土地 1,827 短期借入金 105

建物 961 長期借入金 1,059

売掛金 231

 計 3,020 計 1,164
 

※２ 担保資産

資産の
種類

帳簿
価額 

(百万円)

対応する 
債務の金額 
(百万円)

土地 1,827 短期借入金 22

建物 976 長期借入金 1,070

計 2,803 計 1,093

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が715百万円含まれて

おります。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が1,064百万円含まれ

ております。

※３  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が1,202百万円含まれ

ております。

 ４ 偶発債務

  (1) 連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。

 ４ 偶発債務

  (1) 連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。

 ４ 偶発債務

  (1) 連結子会社以外の会社の金

融機関からの借入金に対し、

債務保証を行っております。

 

天津三達電
気有限公司

137百万円

 

北海道
大崎電気㈱

20百万円 北海道 
大崎電気㈱

20百万円

天津三達電
気有限公司

179

 計 199百万円

  (2) 売掛金債権流動化による譲

渡高 10百万円
  (2)    ――――   (2)    ――――



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 ５  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期

間末における貸出コミットメ

ント契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

 ５  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期

間末における貸出コミットメ

ント契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりでありま

す。

 ５  当社及び連結子会社１社

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行と貸出コ

ミットメント契約を締結して

おります。当連結会計年度末

における貸出コミットメント

契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

 

貸出コミット 
メントの総額

6,000百万円

借入実行残高 －

差引額 6,000百万円
 

貸出コミット
メントの総額

6,000百万円

借入実行残高 2,200

差引額 3,800百万円
 

貸出コミット 
メントの総額

6,000百万円

借入実行残高 －

差引額 6,000百万円

※６  中間連結会計期間末日満期 

手形の会計処理については、 

手形交換日をもって決済処理 

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休業日で 

あったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が中間連

結会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 62百万円

支払手形 419百万円

※６  中間連結会計期間末日満期 

手形の会計処理については、 

手形交換日をもって決済処理 

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休業日で 

あったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が中間連

結会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 105百万円

支払手形 478百万円  

※６  連結会計年度末日満期手形 

の会計処理については、手形 

交換日をもって決済処理して 

おります。 

 なお、当連結会計年度の末 

日は金融機関の休業日であっ 

たため、次の連結会計年度末 

日満期手形が当連結会計年度 

末残高に含まれております。

受取手形 175百万円

支払手形 460百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

955百万円

賞与引当金
繰入額

304

退職給付費用 46

役員退職慰労
引当金繰入額

8

研究開発費 445

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

1,296百万円

賞与引当金
繰入額

415

退職給付費用 69

役員退職慰労
引当金繰入額

20

貸倒引当金
繰入額

51

研究開発費 707

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

従業員給料
手当・賞与

2,209百万円

賞与引当金
繰入額

318

役員賞与
引当金繰入額

26

退職給付費用 93

役員退職慰労
引当金繰入額

17

貸倒引当金
繰入額

36

研究開発費 994

※２    ―――― ※２    ――――

 

※２ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

その他
(工具器具備品)

4百万円

※３    ―――― ※３    ――――

 

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物
及び構築物

1百万円

機械装置
及び運搬具

8

その他 12

計 22百万円

※４    ―――― ※４ 事業整理損失は、天津三達電

気有限公司の事業整理に伴う 

損失であります。

※４    ――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 38,550,684 － － 38,550,684

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 723,015 10,913 － 733,928

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 302 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月20日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 245 6.50 平成18年９月30日 平成18年12月12日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 38,550,684 － － 38,550,684

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 746,165 14,383 － 760,548

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 359 9.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 283 7.50 平成19年９月30日 平成19年12月12日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,550,684 － － 38,550,684

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 723,015 23,150 － 746,165

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 302 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月20日 
取締役会

普通株式 245 6.50 平成18年９月30日 平成18年12月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 359 9.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間

期末残高と中間連結貸借対照

表に記載されている科目の金

額との関係

現金及び預金 4,658百万円

現金及び現金同等物 4,658百万円

※２    ――――

 

※１  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に記載されている科目の金額

との関係

現金及び預金 1,839百万円

預け金 7,138

現金及び現金同等物 8,978百万円

※２    ――――

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 4,819百万円

預け金 6,394

現金及び現金同等物 11,214百万円

※２    株式の取得により新たに連

結子会社となった会社の資産

及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに連

結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳
株式会社エネゲート

流動資産 11,681百万円

固定資産 13,012

    資産合計 24,694百万円

流動負債 1,887百万円

固定負債 2,917

    負債合計 4,805百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置及び 
運搬具

30 18 12

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

88 39 49

無形固定資産 
(ソフトウェア)

6 3 2

合計 125 61 63

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

88 43 45

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

159 77 82

無形固定資産 
(ソフトウェア)

14 6 8

合計 262 126 135

同  左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置及び
運搬具

83 37 46

有形固定資産
「その他」
(工具器具備品)

173 82 90

無形固定資産
(ソフトウェア)

9 4 4

合計 266 124 141

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 22百万円

１年超 40

計 63百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 49百万円

１年超 86

計 135百万円

同  左
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 48百万円

１年超 93

計 141百万円

 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 25百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

 

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 172百万円

１年超 672

計 845百万円

   貸主側

１年以内 172百万円

１年超 662

計 835百万円

 

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 272百万円

１年超 868

計 1,140百万円

   貸主側

１年以内 272百万円

１年超 861

計 1,133百万円

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料期末残高相当額

   借主側

１年以内 180百万円

１年超 621

計 801百万円

   貸主側

１年以内 180百万円

１年超 611

計 791百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,665 7,103 3,438

② 債券 － － －

③ その他 16 32 16

計 3,682 7,136 3,454

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 512

投資事業組合出資 44

計 556

その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,792 5,665 1,872

② 債券 － － －

③ その他 16 32 15

計 3,809 5,697 1,888

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 526

投資事業組合出資 131

計 658



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

その他有価証券
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 3,686 7,505 3,819

② 債券 － － －

③ その他 16 34 17

計 3,702 7,539 3,836

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 526

投資事業組合出資 37

計 563



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
  

 
  (注) １ 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  ２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除い

ております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除い

ております。 

  

対象物 
の種類

取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

金利
スワップ取引 
 受取変動・支払固定

350 △1 △1



前へ 

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 
２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,116 7,907 202 19,225 ― 19,225

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 53 53 (53) ―

計 11,116 7,907 255 19,278 (53) 19,225

営業費用 10,664 6,017 129 16,811 (53) 16,757

営業利益 452 1,889 125 2,467 ― 2,467

(1) 計測制御機器事業………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電盤、監視制御装置、
タイムスイッチ、光通信関連機器、検針システム

(2) FPD関連装置事業 ……………… LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置

(3) 不動産事業………………………不動産の賃貸



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 
２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとお

り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４
月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変
更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営業費用は、「計測制御機
器事業」が6百万円、「FPD関連装置事業」が1百万円、「不動産事業」が0百万円、それぞれ増加
し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 
 また、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（追加情報）に記載のとお
り、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形
固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の5%に到
達した期の翌期より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、営業費
用は、「計測制御機器事業」が44百万円、「FPD関連装置事業」が0百万円、「不動産事業」が0
百万円、それぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとお
り、当中間連結会計期間より製品保証引当金を計上しております。この変更に伴い、従来の方法
によった場合に比べ、「FPD関連装置事業」の営業費用は30百万円減少し、営業利益が同額増加
しております。 

  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,468 5,342 205 23,016 ― 23,016

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 53 53 (53) ―

計 17,469 5,342 258 23,070 (53) 23,016

営業費用 17,036 4,333 133 21,503 (53) 21,449

営業利益 433 1,009 124 1,566 ― 1,566

(1) 計測制御機器事業………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電盤、監視制御装置、
タイムスイッチ、光通信関連機器、検針システム

(2) FPD関連装置事業 ……………… LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置

(3) 不動産事業………………………不動産の賃貸



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要な製品(役務の提供含む) 

 
３ （会計処理の変更）に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴
い、従来の方法によった場合に比べ、「FPD関連装置事業」の営業費用は26百万円増加し、営業
利益が同額減少しております。 

  

区分
計測制御 
機器事業 
(百万円)

FPD関連
装置事業 
(百万円)

不動産事業

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,766 10,112 403 36,282 ― 36,282

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 ― 106 108 (108) ―

計 25,768 10,112 509 36,390 (108) 36,282

営業費用 24,150 8,224 264 32,639 (114) 32,524

営業利益 1,618 1,887 245 3,751 6 3,758

(1) 計測制御機器事業………………電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電盤、監視制御装置、
タイムスイッチ、光通信関連機器、検針システム

(2) FPD関連装置事業 ……………… LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置

(3) 不動産事業………………………不動産の賃貸



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア …………… 中国、インドネシア、他 

(2) その他 …………… 北米、他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア …………… 中国、インドネシア、他 

(2) その他 …………… 北米、他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,802 146 1,949

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 19,225

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 9.4 0.8 10.1

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,779 490 4,269

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 36,282

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 10.4 1.4 11.8



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 621円41銭 １株当たり純資産額 652円09銭 １株当たり純資産額 672円90銭

 
１株当たり中間純利益 26円15銭

 
１株当たり中間純利益 22円88銭

 
１株当たり当期純利益 78円87銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。
 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

20円58銭
 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

78円23銭

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益(百万円) 989 864 2,982

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 989 864 2,982

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,821 37,795 37,815

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた中間（当期）純利益調整額（百万円）

 

―

 

―

 

―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた普通株式増加数（千株） 

 新株予約権付社債（転換社債型）

 

 

―

 
 

4,216

 
 

311



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

＜大崎エンジニアリング㈱のジャスダック証券取引所への上場について＞ 

当社の連結子会社である大崎エンジニアリング㈱は、平成18年10月17日付で㈱ジャスダック証券

取引所より、同取引所（JASDAQ）への新規上場の承認がなされ、平成18年11月20日に上場いたしま

した。  

（1）上場した会社の概要 

  商号     大崎エンジニアリング株式会社 

   代表者    代表取締役社長 遠藤健二  

   本店所在地  埼玉県入間市大字狭山ケ原326番地  

   設立年月   平成２年４月  

   事業内容   ＦＰＤ関連装置等の製造・販売  

（2）上場に際しての株式募集概要 

 
（3）連結業績に与える影響 

下期において持分変動利益が1,110百万円発生し、特別利益に計上する予定であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。  

  

公募株式 7,500株（払込期日 平成18年11月19日）

売出株数 2,400株

オーバーアロットメントに
関連する第三者割当増資   573株（払込期日 平成18年12月19日）

発行価格・売出価格 １株につき 金360,000円

引受価額・割当価格 １株につき 金334,800円



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 578 374 445

受取手形 ※6 190 176 223

売掛金 3,709 3,482 4,180

たな卸資産 1,813 2,055 1,827

関係会社短期貸付金 2,209 1,855 2,245

その他 869 1,050 1,061

貸倒引当金 △109 △82 △53

流動資産合計 9,262 34.8 8,910 26.8 9,931 27.3

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※1

建物 1,943 1,849 1,884

機械装置 672 687 713

土地 1,139 1,149 1,149

建設仮勘定 28 155 114

その他 511 484 522

有形固定資産計 4,295 16.1 4,326 13.0 4,385 12.1

無形固定資産 306 1.1 225 0.7 268 0.7

投資その他の資産

投資有価証券 9,849 17,212 18,950

関係会社長期貸付金 1,856 1,698 1,777

前払年金費用 ― 16 ―

その他 1,078 824 1,061

貸倒引当金 △6 △5 △5

投資その他の資産計 12,778 48.0 19,746 59.5 21,784 59.9

固定資産合計 17,380 65.2 24,298 73.2 26,437 72.7

資産合計 26,642 100.0 33,209 100.0 36,368 100.0

 



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 133 108 152

買掛金 770 830 989

短期借入金 ― 300 300

関係会社短期借入金 140 510 850

未払法人税等 130 25 279

賞与引当金 497 495 496

その他 ※2 1,388 1,871 1,975

流動負債合計 3,060 11.5 4,142 12.5 5,043 13.9

Ⅱ 固定負債

    社債 ― 6,000 6,000

長期借入金 1,500 2,550 2,700

退職給付引当金 263 ― 112

長期預り金 40 40 40

繰延税金負債 1,015 490 1,227

固定負債合計 2,820 10.6 9,081 27.3 10,080 27.7

負債合計 5,881 22.1 13,224 39.8 15,124 41.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 4,686 17.6 4,686 14.1 4,686 12.9

   資本剰余金

    資本準備金 4,768 17.9 4,768 14.4 4,768 13.1

   利益剰余金

    利益準備金 698 698 698

    その他利益剰余金

     別途積立金 8,100 8,100 8,100

     繰越利益剰余金 749 968 1,065

      利益剰余金合計 9,548 35.8 9,767 29.4 9,864 27.1

   自己株式 △289 △1.1 △316 △1.0 △301 △0.8

    株主資本合計 18,714 70.2 18,906 56.9 19,018 52.3

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

2,047 7.7 1,078 3.3 2,225 6.1

   純資産合計 20,761 77.9 19,985 60.2 21,243 58.4

   負債純資産合計 26,642 100.0 33,209 100.0 36,368 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,127 100.0 8,350 100.0 19,266 100.0

Ⅱ 売上原価 6,222 68.2 5,908 70.8 13,060 67.8

売上総利益 2,905 31.8 2,441 29.2 6,205 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,358 25.8 2,352 28.2 4,783 24.8

営業利益 547 6.0 89 1.1 1,421 7.4

Ⅳ 営業外収益 ※1 162 1.8 354 4.2 280 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※2 34 0.4 69 0.8 89 0.5

経常利益 675 7.4 374 4.5 1,612 8.4

Ⅵ 特別利益 ※3 32 0.4 502 6.0 32 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4 ― ― 480 5.8 32 0.2

税引前中間(当期)純利益 707 7.8 396 4.8 1,613 8.4

法人税、住民税 
及び事業税

125 8 386

法人税等調整額 136 261 2.9 125 134 1.6 218 604 3.1

中間(当期)純利益 446 4.9 262 3.1 1,008 5.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 7,200 1,545 △277 18,622

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △302 △302

 役員賞与 (注) △40 △40

 別途積立金の積立 900 △900 ―

 中間純利益 446 446

 自己株式の取得 △12 △12

  株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― 900 △796 △12 91

平成18年９月30日残高(百万円) 4,686 4,768 698 8,100 749 △289 18,714

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,372 20,995

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △302

 役員賞与 (注) △40

 別途積立金の積立 ―

 中間純利益 446

 自己株式の取得 △12

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△324 △324

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△324 △233

平成18年９月30日残高(百万円) 2,047 20,761



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 8,100 1,065 △301 19,018

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359 △359

 中間純利益 262 262

 自己株式の取得 △14 △14

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― ― △96 △14 △111

平成19年９月30日残高(百万円) 4,686 4,768 698 8,100 968 △316 18,906

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 2,225 21,243

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △359

 中間純利益 262

 自己株式の取得 △14

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△1,147 △1,147

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△1,147 △1,258

平成19年９月30日残高(百万円) 1,078 19,985



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
(注) 1 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

     2 平成18年11月の取締役会決議による剰余金の配当であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 7,200 1,545 △277 18,622

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注１) △302 △302

 剰余金の配当 (注２) △245 △245

 役員賞与 (注１) △40 △40

 別途積立金の積立 900 △900 ―

 当期純利益 1,008 1,008

 自己株式の取得 △24 △24

 株主資本以外の項目の事業年度 

 中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― 900 △480 △24 395

平成19年３月31日残高(百万円) 4,686 4,768 698 8,100 1,065 △301 19,018

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,372 20,995

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注１) △302

 剰余金の配当(注２) △245

 役員賞与(注１) △40

 別途積立金の積立 ―

 当期純利益 1,008

 自己株式の取得 △24

 株主資本以外の項目の事業年度 
 中の変動額(純額)

△146 △146

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
△146 248

平成19年３月31日残高(百万円) 2,225 21,243



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産

 移動平均法による原価法によ

っております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

同  左

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法によ

っております。

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同  左

(2) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同  左

②その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

によ り 算定 して おり ま

す。)

②その他有価証券

時価のあるもの

  同  左

②その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

によ り 算定 して おり ま

す。)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

によっております。 

 なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数については 

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。た 

だし、平成10年４月１日以降取 

得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数については法 

人税法に規定する方法と同一の 

基準によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取 

得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数については法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

（会計方針の変更）

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそ

れぞれ1百万円減少しておりま

す。

（追加情報）

 法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５%に到達した期の翌期より、

取得価額の５%相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益がそ

れぞれ26百万円減少しておりま

す。

(2) 無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左

(3) 長期前払費用

 均等償却をしております。

(3) 長期前払費用

同  左

(3) 長期前払費用

同  左

 



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金
 従業員賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、計算の結果、当中間会

計期間末においては退職給付引

当金が借方残高となったため、

「前払年金費用」として固定資

産の投資その他の資産に計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しておりま

す。 

 なお、平成19年４月１日付け

で、適格退職年金制度を確定給

付企業年金制度及び確定拠出年

金制度に移行いたしました。こ

の制度移行による退職給付制度

の一部終了に伴う利益71百万円

は特別利益に計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

 従業員への退職給付に備える

ため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

 なお、平成19年４月１日付け

で、適格退職年金制度を確定給

付企業年金制度及び確定拠出年

金制度に移行いたしました。こ

の制度移行による退職給付制度

の一部終了が翌事業年度の財務

諸表に与える影響額は退職給付

引当金の減少71百万円及び同額

の特別利益の計上であります。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

同  左

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

５ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同  左

５ リース取引の処理方法

同  左



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。

６ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同  左

６ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) 金利スワップ

(ヘッジ対象) 借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同  左

③ヘッジ方針

 当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。

③ヘッジ方針

同  左

③ヘッジ方針

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

④ヘッジ有効性評価の方法

同  左

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同  左



会計処理の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）  

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は20,761百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

      ―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）  

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は21,243百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

    



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

11,918百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

11,966百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

11,773百万円

※２  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が715百万円含まれて

おります。

※２  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が1,064百万円含まれ

ております。

※２  一部仕入先等への支払方法

を手形から一括ファクタリン

グシステムによる支払に移行

しており、流動負債の「その

他」にはファクタリング方式

により振替えた仕入債務等の

未払額が1,202百万円含まれ

ております。

 

 ３ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金等に

対する保証債務

PT.METBELOSA 140百万円

天津三達電気有限
公司

137

計 277百万円  

 ３ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金等に

対する保証債務

PT.METBELOSA 372百万円

北海道大崎電気㈱ 20

計 392百万円

 ３ 偶発債務

(1) 関係会社の銀行借入金等に

対する保証債務

PT.METBELOSA  172百万円

北海道大崎電気㈱ 20

天津三達電気有限
公司

179

計 372百万円

(2) 売掛金債権流動化による譲

渡高       10百万円

   (2)    ――――    (2)    ――――

 ４ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

 ４ 消費税等の取扱い

同  左

 ４     ――――

５  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間

会計期間末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミット 
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000百万円

５  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間

会計期間末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミット
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000百万円

５  当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当事業

年度末における貸出コミット

メント契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミット 
メントの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000百万円

※６  中間会計期間末日満期手形 

の会計処理については、手形 

交換日をもって決済処理して 

おります。 

  なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間会計期間末

日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれております。

  受取手形    23百万円

※６  中間会計期間末日満期手形 

の会計処理については、手形 

交換日をもって決済処理して 

おります。 

  なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間会計期間末

日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれております。

  受取手形    21百万円

※６  期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

  なお、当期末日は金融機関

の休業日であったため、次の 

期末日満期手形が当期末残高

に含まれております。

  受取手形    25百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 35百万円

受取配当金 113

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 30百万円

受取配当金 317

※１ 営業外収益項目のうち重要な

もの

受取利息 73百万円

受取配当金 149

 

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 10百万円

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 25百万円

控除対象外源泉税 25

※２ 営業外費用項目のうち重要な

もの

支払利息 29百万円

社債発行費 17

 

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
32百万円

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
428百万円

退職給付制度移行

に伴う終了利益
71

 

※３ 特別利益項目のうち重要なも

の

投資有価証券 

売却益
32百万円

※４     ――――

 

※４ 特別損失項目のうち重要なも

の

関係会社出資金

評価損
229百万円

関係会社整理損 250

※４ 特別損失項目のうち重要なも

の

固定資産売却損 4百万円

固定資産除却損 12

ゴルフ会員権等

評価損
15

 

５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 186百万円

(2) 無形固定資産 53

計 239百万円
 

５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 217百万円

(2) 無形固定資産 48

計 266百万円

５ 減価償却実施額

(1) 有形固定資産 394百万円

(2) 無形固定資産 106

計 500百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

自己株式に関する事項 

   

(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

自己株式に関する事項 

   

(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
(注) 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 723,015 10,913 － 733,928

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 746,165 14,383 － 760,548

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 723,015 23,150 － 746,165



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

中間
期末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産 
「その他」 
(工具器具 
備品等)

50 29 20

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 3 2

合計 56 33 23

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末残高
相当額

(百万円)

有形固定資産 
「その他」 
(工具器具 
備品等)

41 22 19

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 4 1

合計 47 27 20

同  左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

区分
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)
有形固定資産
「その他」 
(工具器具 
備品等)

44 21 23

無形固定資産
(ソフトウェア)

6 4 1

合計 50 25 25

 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 8百万円

１年超 14

計 23百万円

 なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 8百万円

１年超 11

計 20百万円

同  左
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 15

計 25百万円

 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 7百万円

減価償却費相当額 7百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同  左

 

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 118百万円

１年超 514

計 633百万円

   貸主側

１年以内 118百万円

１年超 504

計 623百万円

 

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料中間期末残高相当額

   借主側

１年以内 210百万円

１年超 730

計 940百万円

   貸主側

１年以内 210百万円

１年超 723

計 934百万円

 

２ 転貸リースにかかる未経過リー

ス料期末残高相当額

   借主側

１年以内 121百万円

１年超 462

計 583百万円

   

   貸主側

１年以内 121百万円

１年超 452

計 573百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

区分
中間貸借対照表計上額 時価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

子会社株式 333 6,482 6,148

区分
貸借対照表計上額 時価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

子会社株式 333 11,203 10,870



(１株当たり情報) 

 
   

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 549円00銭 １株当たり純資産額 528円85銭 １株当たり純資産額 561円94銭

 
１株当たり中間純利益 11円80銭

 
１株当たり中間純利益 6円94銭

 
１株当たり当期純利益 26円67銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。
 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

6円24銭
 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

26円45銭

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利益(百万円) 446 262 1,008

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 446 262 1,008

普通株主に帰属しない金額(百万円)
―
―

― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,821 37,795 37,815

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用
いられた中間（当期）純利益調整額（百万円）

 
―

 
―

 
―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用
いられた普通株式増加数（千株） 
 新株予約権付社債（転換社債型）

 
 

―

 
 

4,216

 
 

311



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  
  
  



(2) 【その他】 

中間配当 

平成19年11月12日開催の取締役会において、第94期の中間配当を実施することが決議されました。 

中間配当総額         283百万円 

１株当たりの額          7円50銭 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第93期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に

提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月19日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月12日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大崎電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

業務執行社員 公認会計士  六 本 木   浩  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月19日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大崎電気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第93期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大崎電気工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

 
 

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  利  穂  忠  一  ㊞

業務執行社員 公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月12日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大崎電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第94期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大崎電気工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

 
 

監査法人 原会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞

業務執行社員 公認会計士  六 本 木   浩  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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